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第1章 背景とワークライフバランスの定義

就労者のワ-クライフバランスについては既婚女性に焦点があてられているが、筆者は、属性にかかわら

ず就労者の生活の質を大きく左右すると考え、本研究に取り組んだ。

ワーク・ライフ・バランス（WLB）についての定義は行政・経営・労働の立脚点の違いがあり、必ずしも厳密

な定義がなされているわけではない(櫻井 2012)。本研究では、佐藤ら（2010）による定義の中から「会社や

上司から期待されている仕事あるいは自分自身が納得できる仕事ができ、なおかつ仕事以外でやりたいこと

や取り組まなくてはならないことにも取り組めること」を支持し、「仕事」は収入を得ることをしている時間、「生

活時間」とは食事、家事、入浴等、生活に必要な時間、「余暇」とは楽しんで、望んでしている時の時間と定義

して検討を進める。

第2章 問題

ワーク・ライフ・バランス（WLB）の出発点は、国際社会から見てもあまりにも日本の労働者の「働き過ぎ」と

いわれる状態があったからである。またこの「働き過ぎ」の状態が一因と考えられる精神疾患患者も、近年大

幅に増加しており、1996年では218.1万人、2005年は302.8万人、2011年は320.1万人と依然300万人を超

えている。労災認定の推移から精神障害に関する事案の労災補償状況では、｢業務上疾病｣と認められた、支

給決定件数は 475 件（前年度比 150 件の増）で、過去最多であることからも長時間労働が精神疾患の一因と

考えられる裏付けとなる。このような労働時間や精神疾患に関する現状を踏まえ、ワークライフバランス支援

は、福利厚生施策ではなく、企業の人材活用において取り組むべき中心的な課題となっている。

第3章 先行研究

伊藤ら（2006）は夫婦関係満足と主観的幸福感について調査し、主観的幸福感に影響するのは、個人がそ

の対象(領域)にどの程度、時間やエネルギーを注いでいるか、そしてそこから得られる満足がその個人の主

観的幸福感を規定するといえると述べている。また、中井ら(2011)は、働き方の希望と現実について調べた。

それによるとワークライフバランスには生活時間のような測定可能なバランス度より、仕事と生活を自ら希望

するバランスをもって行っているかどうかの主観的なバランス度が関与していると考えられる。

第4章 目的

本研究では、就労者の仕事と生活への時間的、エネルギー投入度、余暇時間の希望、ソーシャルサポート

の状況などを調査し、精神的健康への影響について検討することを目的とし、ワークライフバランスの現状と

満足度および理想とのギャップについて調査し、健康への影響を検討する。

本研究により勤労者のワークライフバランスが健康に与える影響を明らかにすることができ、生活の質の

向上に寄与することが期待できる。

第5章 方法

① 調査対象者：機縁法にて調査協力を依頼し、同意が得られた 20代から 40代までの独身及び既婚勤労

者の男女78名を対象とした。回収率は44.6%であった。男性41名、女性37名で、年齢の平均は35.5歳

(SD=7.0)あった。勤続年数の平均は 8.6年(SD=7.1)、一般社員は 60名、管理職5名、パートが 9名、契

約社員が3名、不明が1名であった。配偶者有無は有りが51名、無しが27名であった。

② 調査時期：2013年10月から2014年5月に実施した。



2

③ 手続き：調査の主旨と協力依頼を記載した文書と質問紙を手渡し、調査協力を依頼した。依頼文には、

倫理的配慮を明記し、同意を得られる場合に協力を要請した。個人を特定した資料提示はなく、質問紙

は無記名とした。上記の倫理的配慮については、所属の教育組織の倫理委員会に申請をし、許可を得

て実施した。

④ 調査内容：以下の6種類の内容で構成される質問紙を配布した。

(1) バランス図：①仕事、②生活時間、③余暇時間、④睡眠時間の４つの時間配分を平日と休日に分けて

理想と現実について一日24時間を360°の円グラフ上に図示するよう求めた。

(2) 仕事と生活へのエネルギー投入度：対象者のエネルギーを 100％として、(1)と同様に①仕事、②生活

時間、③余暇への現実のエネルギー投入度を平日と休日に分けて、Visual Analog Scale (VAS)に記入

を求めた。

(3) 余暇時間の満足感：余暇時間の内容の自由記述。

(4) 仕事のストレス等：職業性ストレス簡易調査票(東京医科大学 公衆衛生講座)にて仕事のストレス要

因、ソーシャルサポート要因、仕事とプライベートの満足度について、回答を求めた。

(5) 心の健康度：改訂-いきいき度尺度(田中ら 2006a)を用い、回答を求めた。

(6) 基本属性：性別、年齢、婚姻状態など。

なお、仕事とは収入を得る仕事をしている時間をいう、生活時間とは、調査対象者が必要だと考えている食

事や家事、入浴等生活に必要な時間であること、余暇とは、調査対象者が楽しんで、望んで行っている行為

の時間を差し、睡眠は寝ている時間をいう事を教示した。

第6章 結果

1. 各時間の平均値とSD：バランス図の円グラフに記載された、仕事、生活、余暇、睡眠時間の角度から時

間数を換算し、平均値は現実平日の仕事時間は11.35時間（SD=2.90）、生活時間は4.11時間（SD=2.25）

であった。一方、理想平日の仕事平均時間は、9.65時間（2.28）で、生活時間は3.62時間（SD=1.68）であ

った。時間のギャップについては、各項目の理想時間から現実時間を引いたものとした。平日の仕事時

間でギャップの平均は-1.73 時間(SD=1.88)であった。仕事と生活は、平日休日に関わらず、理想時間か

ら現実時間を引いたギャップは、マイナスを示した。一方で、余暇と睡眠は、平日休日に関わらず、理想

時間から現実時間を引いたギャップは、プラスを示した。

2. 重回帰分析：ストレス要因各指標を独立変数、時間配分およびエネルギ－投入度を従属変数とする重

回帰分析ならびに時間配分およびエネルギ－投入度を独立変数、いきいき度および満足度を従属変

数とする重回帰分析を行った。この結果ストレス要因から現実時間、時間ギャップへ時間ギャップから

満足度、「満足感」へ影響が示された。

3. 群間比較：①時間ギャップ群による満足度の比較では、理想から現実を差し引いた時間ギャップがマイ

ナスの対象者を時間減群とし、ギャップの無い対象者を乖離無群、プラスの対象者を時間増群に分け

分散分析を行った。生活満足度において仕事時間ギャップ群による差が見られ、時間減群と時間増群

間に有意差、乖離無群と時間増群間ではで差のある傾向が示された。仕事満足度において生活時間

ギャップ群による差が見られ、時間減群と乖離無群間に差のある傾向が示された。②性別と配偶者有

無の 2 要因による現実時間などの群間比較行った。現実仕事時間での性別と配偶者有無の交互作用

が有意であることが示された。女性群において、配偶者有無の単純主効果が有意であり、配偶者無群

において、性別の単純主効果が有意であった。また、配偶者有群においても、性別の単純主効果が有

意であることが示された。生活時間での性別と配偶者有無による交互作用は、有意であることが示され
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た。女性群において、配偶者有無の単純主効果が有意であり、配偶者有群において、性別の単純主効

果が有意であることが示された。理想時間では、仕事理想時間での性別と配偶者有無による交互作用

は有意であることが示された。女性群において、配偶者有無の単純主効果が有意であることが示され

た。配偶者有群において、性別の単純主効果が有意であることが示された。生活理想時間での性別と

配偶者有無による交互作用は、有意であることが示された。女性群において、配偶者有無の単純主効

果が有意であった。配偶者有群において、性別の単純主効果が有意であった。「いきいき度」は、性別

と配偶者有無による交互作用は「満足感」で見られた。性別と配偶者有無の交互作用は有意傾向であ

ることが見られた。性群において、配偶者有無の単純主効果が有意傾向であることが見られた。配偶

者有群において、性別の単純主効果が有意であることが示された。

第7章 考察

1. 時間のギャップについて：本研究の対象者は仕事および生活の現実時間が理想時間よりも多く、平均

値はマイナスの方向を示している。また、余暇と睡眠については理想時間の方が現実時間よりも多く、

平均値はプラスの方向を示している。理想時間と現実時間に差があるということは、本研究対象者もワ

ークライフコンフリクト状態であるといえるのではないかと考えられる。

2. 重回帰分析まとめ：伊藤ら（2004）の先行研究では、エネルギー投入度が、既婚者の主観的幸福感を規

定していることが示されていたが、本研究においては、職場環境のストレスが、エネルギーを投入せざ

るを得ない状況を生みだしていることが示されているものの、エネルギー投入度は、生活の質を左右

すると想定したいきいき度への関与が認められなかった。いきいき度は、幸福度と異なり、エネルギー

を振り向けることが直接的に影響する要素は低いのではないかと想定される。

3. 群間比較について：①生活ギャップ群や仕事ギャップ群から時間の増加を望んでいる場合と時間の減

少を望んでいる場合を比較すると時間の増加を望んでいる場合の方が満足度は高いと考えられる。②

性別と配偶者の有無による比較から 女性では配偶者の有無が余暇以外の全ての面において大きな

影響が有ることが示唆された。このことから女性のライフステージによってワークライフバランス大きな

影響を与えていることが示されたといえる。③本研究で時間ギャップ群の比較において、生活ギャップ

群が仕事満足度に影響したこと、仕事ギャップ群が生活満足度に影響したことスピルオーバーが背景

にあることが想定でき、生活ギャップ群が仕事満足度に影響しているのはポジティブスピルオーバー

が、仕事ギャップ群で生活満足度に影響しているのはネガティブスピルオーバーが背景に有ると考え

られる。

4. 総合考察：重回帰分析の結果により、ストレス要因とサポートが現実時間、理想と現実との時間ギャップ、

エネルギー投入度へ影響し、理想と現実との時間ギャップが満足度に影響していることが明らかになっ

た。就労者のワークライフバランスを検討する際に、実際の時間配分の問題をとりあげることが多い。

しかし、時間配分の在り方に対する認知、つまり就労者本人の望む時間配分であるかという理想と現実

の時間ギャップについて検討する意義が示唆されたといえる。また、今後の課題としてスピルオーバー

の循環的な影響も検討する必要があると考えられる。さらに、理想と現実の時間ギャップは重要な指標

と考えられるが、この点についてさらに詳細に検討するために、時間ギャップにプラスとマイナスの方

向性があることを考慮して、調査方法や分析方法を検討することが必要であると考えられる。今後の課

題として、時間ギャップに大きく影響している要因を明らかにし、時間ギャップが精神的健康にどのよう

に影響するのか検討していきたい。
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